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　第１条

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（1） 戸

　　（2） ｍ3

　　（3） ｍ3

　　（4）

管渠整備費 千円

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　第１款 千円

　　　第１項　 営 業 収 益 千円

　　　第２項　 営 業 外 収 益 千円

　　第１款 千円

営 業 費 用 千円

営 業 外 費 用 千円

特 別 損 失 千円

予 備 費 千円

　第４条

　　　７９，５３９千円で補てんするものとする。）。

　　第１款 千円

企 業 債 千円

　　　第３項　　国 庫 ( 県 ) 補 助 金 千円

　　　第４項 貸 付 金 償 還 金 千円

　　　第６項 負 担 金 等 千円

　　　第８項 他 会 計 出 資 金 千円

　　第１款 千円

建 設 改 良 費 千円

企 業 債 償 還 金 千円

貸 付 金 千円

収　　　　　　入

下 水 道 事 業 収 益

額２９，１４８千円、損益勘定留保資金５４１，０５６千円、当年度利益剰余金処分額

　　　第９項　　

１，６５１，２３２

１８３，２０１

に対し不足する額６４９，７４３千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

　　　第１項　　

　　　第２項　　

５００

１，０００

下 水 道 事 業 費 用

　　　第３項　　

１，８３５，９３３

支　　　　　　出

９６１，７０７

９４５，００８

　（資本的収入及び支出）

２７３，５００

３４２，９００

７０，０００

　　　第３項　

　　　第１項　　

８８９，７１９

１０，５３３

４６９，４８１

　　　第１項　　

資 本 的 支 出

支　　　　　　出

１，３６０，７００

９２０

２８６，６０４

　　　第６項　 １，５００

資 本 的 収 入

１，９０６，７１５

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

７１０，９５７

収　　　　　　入

　（収益的収入及び支出）

主 要 な 建 設 改 良 事 業

議案第１３号

　（業務の予定量）

令和２年度 行田市公共下水道事業会計予算

　（総則）

水 洗 化 戸 数

４，８８６，０００

１３，４００

令和２年度行田市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

１８，３００

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量
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第６条

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条

営業費用と営業外費用

第８条

（利益剰余金の処分）

第９条

　　不足する額の補てんに処分するものとする。

行田市長  　石　　井　　直　　彦

（1）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

当年度利益剰余金のうち、７９，５３９千円は、資本的収入額が資本的支出額に対し

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

償還又は低利に借り換えること

260,600千円

同上 同上 同上

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（1）

 証書借入又は公共下水道事業

ただし、財政の都合により据置 証券発行

 条件による。

流域下水道事業 82,300千円

後においては、当該

 見直し後の利率）

令和２年２月１７日提出

一時借入金の限度額は、６００,０００千円と定める。

（一時借入金）

 ができる。

職員給与費

　　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

期間を短縮し、若しくは繰上

償 還 の 方 法

　３．５％以内

（企業債）

第５条

起債の目的 限　度　額

条件により、銀行その他の場合

はその債権者と協定した融資

（ただし、利率見直し

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

政府資金についてはその融資

方式で借り入れる

利　　率

の見直しを行った

資金について、利率

起債の方法
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  令和２年度  行田市公共下水道事業会計予算実施計画

（１）  収益的収入及び支出

       収                              入 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 下水道事業収益 1,906,715

1 営業収益 945,008

1 下水道使用料 600,993

2 雨水処理負担金 343,812

9 その他営業収益 203

2 営業外収益 961,707

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計負担金 449,584

4 長期前受金戻入 500,529

7 雑収益 114

8 消費税及び地方消費税還付金 11,479

       支                              出 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 下水道事業費用 1,835,933

1 営業費用 1,651,232

1 管渠及びポンプ場費 201,182

2 流域下水道維持管理負担金 310,688

3 業務及び普及促進費 35,218

4 総係費 62,559

5 減価償却費 1,041,585

2 営業外費用 183,201

1 支払利息及び企業債取扱諸費 183,151

2 雑支出 50

3 特別損失 500

4 過年度損益修正損 500

9 予備費 1,000

1 予備費 1,000

予 算 に 関 す る 説 明 書

款 項 目

款 項 目
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（２）  資本的収入及び支出

       収                              入 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 資本的収入 710,957

1 企業債 342,900

1 建設改良費企業債 342,900

3 国庫(県)補助金 70,000

1 国庫補助金 70,000

4 貸付金償還金 920

1 貸付金償還金 920

6 負担金等 10,533

1 受益者負担金 10,532

2 下水道事業協力金 1

8 他会計出資金 286,604

1 他会計出資金 286,604

       支                              出 （単位：千円）

予    定    額 備    考

1 資本的支出 1,360,700

1 建設改良費 469,481

1 建設改良費 387,002

2 流域下水道建設負担金 82,479

3 企業債償還金 889,719

1 建設改良企業債償還金 889,719

6 貸付金 1,500

1 貸付金 1,500

款 項 目

款 項 目
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　（1）　総括

本 6

年 6
度 12

前 7

年 6
度 13

比 △ 1

0
較 △ 1

　（2）　給料及び手当の増減額の明細

特殊勤務

0

通勤手当

　給与費明細書

内　訳

3,222

（千円） （千円）

2,750

区　　分

1,212

手当の

損益勘定支弁職員

地域手当

合　　　　　　　　計

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　　　計

職　　員　　数

9

0

0

手　　　当

給　　　料

73

△ 7,347

△ 5,417
△ 5,296

△ 6,663

給 与 改 定 に 伴 う 増 加 分

△ 6,663

△ 90

△ 5,296

そ の 他 の 増 減 分

手　　当

△ 44 0

611

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 121

138

区　　　　　分

1,518 426

32,651

0

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

0

12,465

（千円）

特別職 一般職

(人）

報酬

230

0

2309

9

（千円）（千円）

給料

(人）

増　減　事　由　別　内　訳　（千円）区　　　分

△ 472

（千円）

扶養手当

（千円） （千円）

382 0

前年度

比　較

1,896

△ 684

本年度

住居手当

増減額（千円）

1,428

0

42,726

※手当及び法定福利費については、前年度発生額である賞与引当金（6,180千円）、

合　　　　　　　　計

　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　与

14,890

20,662

22,064

15,541

92

17,110

27,355

92

手当

27,502

△ 651177

138

9

△ 4,6450

0

21,887

49,389

△ 6,840
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法定福利費引当金（1,160千円）が含まれる。

給与改定の状況

　前年度　　　　        　給与の改定率　0.17%

　給与改定実施時期　 平成３１年４月１日

昇給期別 （昇給期） （職員数）

職員数    12人

△ 11,821

△ 863

7,805

9,407 0

（千円）

1,872

管理職
勤勉手当

手　当

10,736

（千円） （千円）

0 0

手　　当

△ 14,840

0△ 1,602

手　　当

0 △ 1,876

0 2,400

児童手当
夜間勤務 休日勤務

12,612

期末手当

（千円）

70

  ４月

住居手当、勤勉手当の見直しによる

人事異動による

△ 528

説　　　　　　明

70

0

（千円）

1,100

1,100

（千円）

時 間 外

0

勤務手当

（千円）

△ 3,019

△ 389

人事異動による

36,954

70,311

44,704

33,357

計

（千円） （千円）

6,985

7,503

合　　計

（千円）

40,342

44,457

△ 13,977

備　　　　　　　　考

9,615

7,892

17,507

△ 2,630

14,488

費
法定福利費

84,799

54,319

45,32037,428

82,132 99,639

△ 11,347

△ 474
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（3）  給料及び手当の状況

  ①　職員1人当り給与

※本表には再任用短時間勤務職員は含まない。

※構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

23.1

23.1

33.3

8.3

16.7

8.3

その他

１　　級

1

2

1

0.0

0.0

0.0

平均給与月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

平成31年1月1日現在

  行  政  職　（円）

312,723

　②　初任給

５　　級

２　　級 3

4

0

12

６　　級

７　　級

５　　級

大　　　学　　　卒

　③　級別職員数

区     分

高　　　校　　　卒

区　　　　　　分

令和2年1月1日現在

級別

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

150,600

行　　政　　職

職員数　(人）

2

0

0　８　　級　

その他

計

16.7

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

令和2年1月1日現在

平　均　年　齢　（歳）

平均給料月額　（円）

平均給料月額　（円）

16.7

292,458

346,167

38歳3月

369,870

41歳4月

構成比　(％）

　　　　　　　　行　政　職　(円）

国　の  制  度

平均給与月額　（円）

区　　　　　　分

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

182,200

154,900

188,700

平成31年1月1日現在

100.0

0.0

0.0

0.0

15.4

15.4

13

0

3

2 15.4

7.7

６　　級

７　　級

計

1

2

100.0

0

0

2

2

３　　級

４　　級

８　　級
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　(行政職の級別の基準となる職務内容）

　④　昇給

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(％）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(％）

100.0

(Ｂ)/(Ａ)

７号給

0

0 0

0

0

0 0

100.0

0 0

1 1

13

0

６号給

0

12

0

0

0

100.0

13

５号給

７号給

3号給

2号給

3号給

号給数別内訳

８　　級

1号給

 課長の職務

 部長の職務

６　　級

７　　級  次長の職務

12

0

4号給

1212

５号給

６号給 00

(Ｂ)/(Ａ)比 率

（ Ａ )

号給数別内訳

職 員 数 （ Ａ )

昇給に係る職員数 （ Ｂ )

４　　級  主査の職務

１　　級  定型的な業務を行う主事又は技師の職務

 主幹の職務

職務の級

５　　級

３　　級  主任の職務

職　　　　務　　　　の　　　　基　　　　準

２　　級  知識や経験を必要とする主事又技師の職務

0

区　　　　　　　　　　　　　　　分

職 員 数

昇給に係る職員数 （ Ｂ )

本

年

度

前

年

度

1212

合計 行政職

1号給

2号給

4号給 12 12

比 率 100.0

0

0

13

0

0

13
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　⑤　期末手当 ･ 勤勉手当

　⑥　定年退職に係る退職手当

　⑦　その他の手当

支　給　期　別　支　給　率

6月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

支給率計

（月分）

国 の 制 度

区　　　分

本 年 度

前 年 度

区　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

支給率等
定年前早期退職特例
措置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例
措置(3％～45％加算)

24.586875

24.586875 33.27075 47.709

47.70933.27075

国の制度
（支給率等）

交通用具利用

差異の内容

扶　　　養　　　手　　　当

地　　　域　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ

交通機関利用同じ

最高限度

（月分）

47.709

47.709

そ の 他 の

加 算 措 置 等

4.5

4.5

有

有

有

2.25

2.225

2.25

2.25

2.275

2.25

4.5
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（単位：円）

41,651,063

1,041,583,221

△ 4,941

△ 49,000

3,000

△ 500,529,601

△ 1,000

183,150,856

△ 12,155,852

△ 23,677,071

729,970,675

1,000

△ 183,150,856

546,820,819

△ 360,037,913

△ 74,985,309

73,211,000

△ 1,500,000

920,000

△ 362,392,222

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 342,900,000

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還（元金分）による支出 △ 889,718,533

286,604,000

△ 260,214,533

△ 75,785,936

201,051,705

125,265,769

　　　　　・法定福利費引当金

  令和２年度  行田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益

　　　　固定資産減価償却費

　　　　引当金の増減額（△は減少）

　　　　　・貸倒引当金

　　　　　・賞与引当金

　　　　小計

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金（△は増加）

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　貸付による支出

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　無形固定資産の取得による支出

　　　　国庫補助金等による収入

　　資金期末残高

　　　　貸付償還による収入

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　一般会計からの出資による収入

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増減額

　　資金期首残高
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　平成31年度　行田市公共下水道事業予定貸借対照表  令和２年度  行田市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

      

円 円 円 円

(1)

(ｲ) 土 地 767,117,361

(ﾛ) 建 物 436,813,450

減 価 償 却 累 計 額 △115,658,607 321,154,843

(ﾊ) 構 築 物 21,891,357,822

減 価 償 却 累 計 額 △1,478,032,502 20,413,325,320

(ﾆ) 機 械 及 び 装 置 1,005,375,053

減 価 償 却 累 計 額 △345,400,816 659,974,237

(ﾎ) 車 両 運 搬 具 1,063,495

減 価 償 却 累 計 額 △478,166 585,329

(ﾍ) 工 具 、 器 具 及 び 備 品 150,420

減 価 償 却 累 計 額 △135,378 15,042

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 22,162,172,132

(2)

(ｲ) 施 設 利 用 権 1,673,478,260 1,673,478,260

(3)

(ｲ) 出 捐 金 835,000

(ﾛ) 長 期 貸 付 金 1,390,000

投資その他の資産合計 2,225,000

固 定 資 産 合 計 23,837,875,392

２．

(1)

(ｲ) 現 金 預 金 125,265,769 125,265,769

(2)

(ｲ) 営 業 未 収 金 70,512,228

(ﾛ) 営 業 外 未 収 金 11,479,517

(ﾊ) そ の 他 未 収 金 257,960

△1,298,059 80,951,646

(3) 960,000 960,000

流 動 資 産 合 計 207,177,415

資 産 合 計 24,045,052,807

無形固定資産

（ 令和3年3月31日 ）

資   産   の   部

１．固定資産

有形固定資産

投資その他の資産

流動資産

現金預金

未収金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

短期貸付金
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(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 8,665,759,454 8,665,759,454

固 定 負 債 合 計 8,665,759,454

(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 877,919,658 877,919,658

(2)

(ｲ) 営 業 未 払 金 99,930,020

(ﾛ) 営 業 外 未 払 金 0

(ﾊ) そ の 他 未 払 金 4,500,000 104,430,020

(3)

(ｲ) 賞 与 引 当 金 2,951,000

(ﾛ) 法 定 福 利 費 引 当 金 553,000 3,504,000

流 動 負 債 合 計 985,853,678

(1) 9,118,946,630

△1,103,048,957

繰 延 収 益 合 計 8,015,897,673

負 債 合 計 17,667,510,805

(1) 5,168,949,276

(2) 286,604,000

資 本 金 合 計 5,455,553,276

(1)

(ｲ) 受 贈 財 産 評 価 額 231,460,239

(ﾛ) 他 会 計 負 担 金 337,607,122

(ﾊ) 国 庫 補 助 金 198,050,000 767,117,361

(2)

(ｲ) 当年度未処分利益剰余金 154,871,365 154,871,365

剰 余 金 合 計 921,988,726

資 本 合 計 6,377,542,002

負 債 資 本 合 計 24,045,052,807

４．流動負債

負   債   の   部

３．固定負債

企業債

企業債

未払金

引当金

５．繰延収益

利益剰余金

長期前受金

長期前受金収益化累計額

資   本   の   部

６．資本金

固有資本金

繰入資本金

７．剰余金

資本剰余金
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・定額法 

・主な耐用年数 

    建物：38～50年、構築物：50年、機械及び装置：10～20年、器具及び備品：5～10年 

（２）無形固定資産 

・定額法 

・主な耐用年数 

  施設利用権：45年 

  (３)リース資産 

   ・該当なし 

２ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上した。 

（２）賞与引当金、法定福利費引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれに係る法定福利費に備えるため、本年度末に 

おける支給見込額に基づき、本年度の負担に属する額を計上した。 

 （３）退職給付引当金 

    職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引 

当金は計上していない。  

 ３ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引に係る会計処理 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理 

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1. 円 円 円

(1) 下 水 道 使 用 料 538,900,000

(2) 雨 水 処 理 負 担 金 424,886,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 76,000 963,862,000

2.

(1) 管 渠 及 び ポ ン プ 場 費 177,756,000

(2) 流域下水道維持管理負担金 271,068,000

(3) 業 務 及 び 普 及 促 進 費 32,173,000

(4) 総 係 費 46,646,000

(5) 減 価 償 却 費 1,031,897,845 1,559,540,845

営 業 利 益 △595,678,845

3.

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,000

(2) 他 会 計 負 担 金 336,603,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 602,519,356

(4) 雑 収 益 114,000 939,238,356

4.

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 199,867,000

(2) 雑 支 出 11,815,000 211,682,000 727,556,356

経 常 利 益 131,877,511

5.

(1) 固 定 資 産 売 却 損 13,002,000

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 463,000

(3) そ の 他 特 別 損 失 5,192,209 18,657,209 △18,657,209

当 年 度 純 利 益 113,220,302

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 113,220,302

特別損失

   令和元年度 行田市公共下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（ 平成31年4月1日 から 令和2年3月31日 ）

下水道事業収益

下水道事業費用

営業外収益

営業外費用
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  令和元年度  行田市公共下水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

      

円 円 円 円

(1)

(ｲ) 土 地 767,117,361

(ﾛ) 建 物 436,813,450

減 価 償 却 累 計 額 △56,998,849 379,814,601

(ﾊ) 構 築 物 21,533,319,600

減 価 償 却 累 計 額 △735,646,327 20,797,673,273

(ﾆ) 機 械 及 び 装 置 1,003,375,053

減 価 償 却 累 計 額 △172,700,408 830,674,645

(ﾎ) 車 両 運 搬 具 1,063,495

減 価 償 却 累 計 額 △239,083 824,412

(ﾍ) 工 具 、 器 具 及 び 備 品 150,420

減 価 償 却 累 計 額 △67,689 82,731

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 22,776,187,023

(2)

(ｲ) 施 設 利 用 権 1,666,023,368 1,666,023,368

(3)

(ｲ) 出 捐 金 835,000

(ﾛ) 長 期 貸 付 金 970,000

投資その他の資産合計 1,805,000

固 定 資 産 合 計 24,444,015,391

２．

(1)

(ｲ) 現 金 預 金 201,051,705 201,051,705

(2)

(ｲ) 営 業 未 収 金 69,715,893

(ﾛ) 営 業 外 未 収 金 0

(ﾊ) そ の 他 未 収 金 377,960

△1,303,000 68,790,853

(3) 800,000 800,000

流 動 資 産 合 計 270,642,558

資 産 合 計 24,714,657,949

無形固定資産

（ 令和2年3月31日 ）

資   産   の   部

１．固定資産

有形固定資産

投資その他の資産

流動資産

現金預金

未収金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金
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(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 9,200,779,112 9,200,779,112

固 定 負 債 合 計 9,200,779,112

(1)

(ｲ)
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債 889,718,533 889,718,533

(2)

(ｲ) 営 業 未 払 金 94,398,000

(ﾛ) 営 業 外 未 払 金 3,438,091

(ﾊ) そ の 他 未 払 金 30,271,000 128,107,091

(3)

(ｲ) 賞 与 引 当 金 3,000,000

(ﾛ) 法 定 福 利 費 引 当 金 550,000 3,550,000

流 動 負 債 合 計 1,021,375,624

(1) 9,045,735,630

(2) △602,519,356

繰 延 収 益 合 計 8,443,216,274

負 債 合 計 18,665,371,010

  

(1) 5,168,949,276

資 本 金 合 計 5,168,949,276

(1)

(ｲ) 受 贈 財 産 評 価 額 231,460,239

(ﾛ) 他 会 計 負 担 金 337,607,122

(ﾊ) 国 庫 補 助 金 198,050,000 767,117,361

(2)

(ｲ) 当年度未処分利益剰余金 113,220,302 113,220,302

剰 余 金 合 計 880,337,663

資 本 合 計 6,049,286,939

負 債 資 本 合 計 24,714,657,949

４．流動負債

負   債   の   部

３．固定負債

企業債

企業債

未払金

引当金

５．繰延収益

利益剰余金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資   本   の   部

６．資本金

固 有 資 本 金

７．剰余金

資本剰余金
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・定額法 

・主な耐用年数 

    建物：38～50年、構築物：50年、機械及び装置：10～20年、器具及び備品：5～10年 

（２）無形固定資産 

・定額法 

・主な耐用年数 

  施設利用権：45年 

  (３)リース資産 

   ・該当なし 

２ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上した。 

（２）賞与引当金、法定福利費引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれに係る法定福利費に備えるため、本年度末に 

おける支給見込額に基づき、本年度の負担に属する額を計上した。 

 （３）退職給付引当金 

    職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引 

当金は計上していない。  

 ３ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予 

定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、3,363,787千円である。 

 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引に係る会計処理 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理 

を行っている。 

 

Ⅳ その他の注記 

 １ 当年度より地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 ２ 固定資産帳簿価格については、資産取得時から法適用の日の前日までに減価償却が行われ 

てきたものとみなし、取得価格から減価償却累計額相当額を控除して算定している。 





  令和２年度  行田市公共下水道事業会計予算説明書

（１）  収益的収入及び支出

収

本年度予定額

1 下水道事業収益 1,906,715

1 営業収益 945,008

1 下水道使用料 600,993

1 下水道使用料 600,993

2 雨水処理負担金 343,812

1 雨水処理負担金 343,812

9 その他営業収益 203

2 手数料 196

5 雑収益 7

2 営業外収益 961,707

1 受取利息及び配当金 1

1 預金利息 1

2 他会計負担金 449,584

1 他会計負担金 449,584

4 長期前受金戻入 500,529

1 長期前受金戻入 500,529

7 雑収益 114

1 行政財産使用料 112

4 延滞金 2

8 消費税及び地方消費税還付金 11,479

1
消費税及び地方
消費税還付金 11,479

款 項 目 節
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入 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

1,970,771 △64,056

1,031,646 △86,638

606,658 △5,665

606,658 △5,665 ・下水道使用料

424,886 △81,074

424,886 △81,074 ・一般会計繰入金

102 101

95 101 ・指定工事店等申請手数料

7 0 ・コピー手数料

939,125 22,582

1 0

1 0

336,603 112,981

336,603 112,981 ・一般会計繰入金

602,519 △101,990

602,519 △101,990

2 112

0 112

2 0

0 11,479

0 11,479

備                    考
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支 

本年度予定額

1 下水道事業費用 1,835,933

1 営業費用 1,651,232

1 管渠及びポンプ場費 201,182

13 備消品費 420

14 燃料費 832

16 通信運搬費 1,281

17 委託料 155,994

18 手数料 2,188

19 使用料及び賃借料 1,890

20 修繕費 7,006

25 材料費 2,385

26 工事請負費 5,500

28 保険料 455

29 公課費 38

30 負担金 223

40 光熱水費 22,970

款 項 目 節
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

1,844,499 △8,566

1,626,514 24,718

199,156 2,026

420 0 ・ポンプ場用消耗品

650 182 ・車両用等燃料費 250

・ポンプ場用燃料費 582

1,243 38 ・ポンプ場遠隔監視制御装置等通信料

154,520 1,474 ・ポンプ場汚泥処理委託料 2,112

・電算業務委託料 1,770

・ポンプ場施設管理委託料 126,720

・清掃委託料 10,730

・ポンプ場機械設備保守点検業務委託料 9,338

・水質検査委託料 3,170

・自家用電気工作物保守点検委託料 1,879

・重油タンク保守点検委託料 275

1,863 325 ・作業手数料 2,160

・車体検査手数料 28

1,946 △56 ・システム借上料 175

・器具・機材借上料 1,670

・土地借上料 45

7,060 △54 ・ポンプ場修繕費 6,710

・車両修繕費 296

2,342 43 ・補修用材料費

5,400 100 ・管渠等維持補修工事請負費

395 60 ・車両保険料 150

・賠償責任保険料 88

・火災保険料 217

17 21 ・自動車重量税

330 △107 ・雨水維持管理負担金

22,970 0 ・電気料 21,800

・水道料 1,170

備                    考
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支 

本年度予定額款 項 目 節

2 流域下水道維持管理負担金 310,688

30 負担金 310,688

3 業務及び普及促進費 35,218

13 備消品費 106

15 印刷製本費 0

16 通信運搬費 792

17 委託料 31,369

18 手数料 11

19 使用料及び賃借料 2,940

4 総係費 62,559

1 報酬 230

2 給料 20,662

3 手当 9,514

4 賞与引当金繰入額 2,951

6 法定福利費 6,432

7 法定福利費繰入額 553

10 旅費 94

12 被服費 151

13 備消品費 229

15 印刷製本費 0

16 通信運搬費 509

17 委託料 11,243
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額 備                    考

295,431 15,257

295,431 15,257 ・荒川左岸北部流域下水道維持管理負担金

34,235 983

93 13 ・消耗品費

313 △313

785 7 ・通信料

29,920 1,449 ・下水道使用料徴収委託料 30,934

・電算業務委託料 321

・検針業務委託料 104

・口座振替データ処理業務委託料 10

12 △1 ・口座振替手数料

3,112 △172 ・システム借上料

65,793 △3,234

92 138 ・委員報酬

27,502 △6,840 ・職員給　６人分

12,988 △3,474 ・時間外手当 300

・その他手当 9,214

4,122 △1,171

8,822 △2,390 ・市町村職員共済組合負担金 6,267

・地方公務員災害補償基金負担金 165

793 △240

57 37 ・普通旅費 31

・費用弁償 63

117 34 ・職員貸与被服費

267 △38 ・事務用品費

44 △44 ・諸印刷費

507 2 ・郵便料 200

・電話料 309

1,680 9,563 ・電算業務委託料 264

・会計支援業務委託料 979

・経営戦略策定業務委託料 10,000

- 23 -



支 

本年度予定額款 項 目 節

19 使用料及び賃借料 5,448

20 修繕費 10

30 負担金 3,160

33 食糧費 5

35 研修費 69

36 貸倒引当金繰入額 1,299

5 減価償却費 1,041,585

1
有形固定資産減
価償却費

974,054

2
無形固定資産減
価償却費

67,531

2 営業外費用 183,201

1 支払利息及び企業債取扱諸費 183,151

1 企業債利息 183,151

2 雑支出 50

2 その他雑支出 50

3 消費税及び地方消費税 0

1
消費税及び地方
消費税

0

3 特別損失 500

4 過年度損益修正損 500

1 過年度損益修正損 500

9 その他特別損失 0

9 その他特別損失 0

9 予備費 1,000

1 予備費 1,000

1 予備費 1,000
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額 備                    考

4,811 637 ・施設借上料 4,920

・器具・機材借上料 528

10 0 ・器具修繕費

209 2,951 ・下水道事業研究協議会負担金 22

・下水道協会負担金 184

・人件費負担金 2,954

3 2

69 0 ・研修負担金

3,700 △2,401

1,031,899 9,686

965,653 8,401

66,246 1,285

208,526 △25,325

202,768 △19,617

202,768 △19,617

50 0

50 0 ・還付加算金

5,708 △5,708

5,708 △5,708

8,459 △7,959

500 0

500 0

7,959 △7,959

7,959 △7,959

1,000 0

1,000 0

1,000 0

- 25 -



（２）  資本的収入及び支出

収

本年度予定額

1 資本的収入 710,957

1 企業債 342,900

1 建設改良費企業債 342,900

1 公共下水道事業債 260,600

2 流域下水道事業債 82,300

2 他会計負担金及び補助金 0

1 他会計負担金 0

1 他会計負担金 0

2 他会計補助金 0

1 他会計補助金 0

3 国庫(県)補助金 70,000

1 国庫補助金 70,000

1 国庫補助金 70,000

4 貸付金償還金 920

1 貸付金償還金 920

1 貸付金償還金 920

6 負担金等 10,533

1 受益者負担金 10,532

1 受益者負担金 10,532

2 下水道事業協力金 1

1 下水道事業協力金 1

8 他会計出資金 286,604

1 他会計出資金 286,604

1 他会計出資金 286,604

款 項 目 節
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入 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

740,644 △29,687

327,400 15,500

327,400 15,500

258,200 2,400

69,200 13,100

318,511 △318,511

169,641 △169,641

169,641 △169,641

148,870 △148,870

148,870 △148,870

83,296 △13,296

83,296 △13,296

83,296 △13,296

1,200 △280

1,200 △280

1,200 △280 ・排水設備改造資金貸付金償還元金収入

10,237 296

10,236 296

10,236 296

1 0

1 0

0 286,604

0 286,604

0 286,604 ・一般会計繰入金

備                    考
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支

本年度予定額

1 資本的支出 1,360,700

1 建設改良費 469,481

1 建設改良費 387,002

2 給料 22,064

3 手当 11,661

4 賞与引当金繰入額 3,229

6 法定福利費 6,896

7 法定福利費繰入額 607

10 旅費 24

13 備消品費 290

15 印刷製本費 77

17 委託料 44,705

26 工事請負費 273,500

27 補償金 8,500

30 負担金 14,410

35 研修費 39

41 補助金 1,000

2 流域下水道建設負担金 82,479

1 82,479

3 企業債償還金 889,719

1 建設改良企業債償還金 889,719

1
公共下水道事業
債元金償還金

826,549

2
流域下水道事業
債元金償還金

63,170

6 貸付金 1,500

1 貸付金 1,500

1 貸付金 1,500

流域下水道建設
負担金

款 項 目 節
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出 （単位：千円）

前年度予定額 比較増減額

1,351,677 9,023

469,063 418

399,698 △12,696

21,887 177 ・職員給　６人分

15,541 △3,880 ・時間外手当 800

・その他手当 10,861

3,218 11

7,892 △996 ・市町村職員共済組合負担金

638 △31

24 0 ・普通旅費

290 0 ・作業用品費等

10 67 ・諸印刷費

92,350 △47,645 ・調査測量設計委託料

248,309 25,191 ・幹枝線工事請負費 264,150

・機器等設置工事請負費 9,350

8,500 0 ・ガス・水道管等移設補償料 6,500

・工作物影響補償料 2,000

0 14,410 ・埋蔵文化財調査負担金

39 0 ・研修負担金

1,000 0 ・下水道取付管工事補助金

69,365 13,114

69,365 13,114 ・荒川左岸北部流域下水道建設負担金 82,429

・荒川左岸北部流域下水道事業推進協議会負担金 50

881,114 8,605

881,114 8,605

820,994 5,555

60,120 3,050

1,500 0

1,500 0

1,500 0 ・排水設備改造資金貸付金

備                    考
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